
１　補正予算額総括表

（単位：千円）

25,290,114

13,477,063

14,707,960

53,475,137

　注：計欄の（　）は、令和４年度最終予算額に対する比率を示す。

(100.6%)

合計 △ 994,856 54,764,138 53,769,282

企業会計 △ 266,347 15,472,800 15,206,453

(103.4%)

(100.8%)

特別会計 △ 7,287 13,592,051 13,584,764

一般会計 △ 721,222 25,699,287 24,978,065

(98.8%)

令和５年度３月補正（７号）予算資料

区分
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最終予算額補正予算額 既決予算額 計
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２　一般会計の補正予算額財源内訳

（単位：千円）

△ 6,699

市 債 △ 154,700

繰 入 金 △ 1,489,032

合 計 △ 721,222

市 債 △ 288,300

小 計 △ 437,203

一般財源

地 方 交 付 税 342,533

繰 越 金

△ 284,019

376,075

小 計

国 庫 支 出 金 641,105

区分 補正予算額

特定財源

国 庫 支 出 金 △ 45,325

県 支 出 金 △ 58,787

財 産 収 入 △ 10

寄 附 金 △ 40,660

諸 収 入 2,578

繰 入 金
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３　特別会計の補正予算額

（単位：千円）

令和５年度現計

国県支出金 繰入金 繰越金 その他 市債 令和４年度最終

5,697,301
5,891,914

804
1,712

37,548
36,317

5,944,163
5,676,801

1,912,235
1,870,319

13,592,051
13,477,063

0合 計 △ 7,287 △ 22,818 △ 70,309 34,365 51,475

後 期 高 齢 者 医 療 特 別 会 計 △ 8,467 △ 58,695 50,228

介 護 保 険 特 別 会 計 △ 11,339 △ 9,997 △ 2,004 662

コ ミ ュ ニ テ ィ ・ プ ラ ン ト
事 業 特 別 会 計

0

住 宅 新 築 資 金 等 貸 付 事 業
特 別 会 計

30,268 29,683 585

会計名 補正予算額
財源

国 民 健 康 保 険 特 別 会 計 △ 17,749 △ 12,821 △ 9,610 4,682
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４　企業会計の補正予算額

（単位：千円）

令和５年度現計
令和４年度最終

11,612,948
10,980,077

1,529,767
1,547,208

2,330,085
2,180,675

15,472,800
14,707,960

合 計 △ 266,347 △ 1,200,073 933,726

下 水 道 事 業 会 計 0

上 水 道 事 業 会 計 0

市 民 病 院 事 業 会 計 △ 266,347 △ 1,200,073 933,726

会計名 補正予算額
財源

病院事業収益 留保資金
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△４億７，１２７万１千円 （補正後予算額：249億7,806万5千円）

【内訳】 補正予算第６号　　２億４，９９５万１千円

　　　　 補正予算第７号　△７億２，１２２万２千円

　

令和５年度 3月補正予算案（一般会計）のポイント

１ 補正予算の規模

事業費や補助金等の額が確定した事業について、減額や財源調整を行うほか、国の補
正予算を活用した増額や、財政調整基金への積立等を行う。

３ 主な補正内容 （補正予算第７号）

増額補正の主なもの

○天王川公園整備工事（都市整備課） １０１，０００千円
藤棚改修工事【国の補正予算を活用し令和６年度当初予算から前倒し計上】

○財政調整基金積立金（財政課） ２０４，１２４千円

減額補正の主なもの

○自立支援給付事業（福祉課） △１８０，６１２千円
決算見込額が当初予算額を下回るため

○体育館長寿命化改修事業[蛭間小・神守中]（学校教育課）
△９７，４４７千円

入札の結果、決算見込額が当初予算額を下回るため

○交通安全対策事業（都市整備課） △９０，０００千円
国庫支出金の確定に伴い事業費を減額

国の「デフレ完全脱却のための総合経済対策」を踏まえ、物価高により厳しい状況
にある方に対して、速やかに給付金を支給する。【物価高騰対応重点支援地方創生臨
時交付金を活用】（福祉課）

〇物価高騰支援給付金給付事業 ２４９，９５１千円

（１）均等割のみ課税世帯分

対象者：令和５年度住民税均等割のみ課税世帯
給付額：１世帯あたり１０万円 基準日：令和５年12月１日

（２）こども加算分

加算対象となる児童の範囲：
令和５年度住民税非課税世帯及び均等割のみ課税世帯の給付対象者（世帯主）

と基準日において同一世帯となっている18歳以下の児童等

給付額：児童１人あたり５万円 基準日：令和５年12月１日

２ 補正内容 （補正予算第６号：早期議決を求める議案）
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